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令和４年（措）第３号 

排 除 措 置 命 令 書 

東京都千代田区内神田一丁目１２番１号 

 アルフレッサ株式会社 

  同代表者 代表取締役 《 氏  名 》 

東京都世田谷区代沢五丁目２番１号 

 東邦薬品株式会社 

  同代表者 代表取締役 《 氏  名 》 

名古屋市東区東片端町８番地 

 株式会社スズケン 

  同代表者 代表取締役 《 氏  名 》 

公正取引委員会は，上記の者らに対し，私的独占の禁止及び公正取引の確保に関

する法律（以下「独占禁止法」という。）第７条第２項の規定に基づき，次のとお

り命令する。 

なお，主文，理由，別表１及び別表２中の用語のうち，別紙「用語」欄に掲げる

ものの定義は，別紙「定義」欄に記載のとおりである。 

主    文 

１ アルフレッサ株式会社，東邦薬品株式会社及び株式会社

スズケンの３社（以下「３社」という。）は，それぞれ，

次の事項を，取締役会において決議しなければならない。 

⑴ア 独立行政法人地域医療機能推進機構（以下「ＪＣＨ

Ｏ」という。）が平成２８年に別表１のとおり実施し

た一般競争入札（以下「平成２８年入札」という。）

の調達内容である医薬品（以下「平成２８年入札医薬

品」という。）のうち「藤本製薬」の医薬品を除く医

薬品について，３社及び株式会社メディセオの４社
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（以下「４社」という。）が，平成２８年６月８日以

降共同して行っていた，受注すべき者（以下「受注予

定者」という。）を決定し，受注予定者以外の者は，

受注予定者が受注できるように協力する旨の合意が

消滅していることを確認すること。 

 イ ＪＣＨＯが平成３０年に別表２のとおり実施した

一般競争入札（以下「平成３０年入札」という。）の

調達内容である医薬品（以下「平成３０年入札医薬品」

という。）について，４社が，平成３０年６月１日以

降共同して行っていた，受注予定者を決定し，受注予

定者以外の者は，受注予定者が受注できるように協力

する旨の合意が消滅していることを確認すること。 

⑵ 今後，相互の間において，又は他の事業者と共同して，

ＪＣＨＯ又はＪＣＨＯが運営する病院が購入する医薬

品について，受注予定者を決定せず，自主的に受注活動

を行うこと。 

⑶ 今後，ＪＣＨＯ又はＪＣＨＯが運営する病院が購入す

る医薬品に係る予定価格の設定のために参考とされる

見積価格（以下「参考見積価格」という。）をＪＣＨＯ

に提示するに当たり，相互に，又は他の事業者と，参考

見積価格に関する情報交換を行わないこと。 

２ ３社は，それぞれ，前項に基づいて採った措置を，自社

を除く２社，ＪＣＨＯ及びＪＣＨＯが運営する病院に通知

し，かつ，自社の従業員に周知徹底しなければならない。

これらの通知及び周知徹底の方法については，あらかじめ，

公正取引委員会の承認を受けなければならない。 

３ ３社は，今後，それぞれ，相互の間において，又は他の

事業者と共同して，ＪＣＨＯ又はＪＣＨＯが運営する病院

が購入する医薬品について，受注予定者を決定してはなら

ない。 

４ ３社は，今後，ＪＣＨＯ又はＪＣＨＯが運営する病院が
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購入する医薬品に係る参考見積価格をＪＣＨＯに提示す

るに当たり，それぞれ，相互に，又は他の事業者と，参考

見積価格に関する情報交換を行ってはならない。 

５ ３社のうち東邦薬品株式会社は，次の(1)及び(2)の事項

を行うために必要な措置を，株式会社スズケンは，次の(2)

の事項を行うために必要な措置を，それぞれ，講じなけれ

ばならない。この措置の内容については，前２項で命じた

措置が遵守されるために十分なものでなければならず，か

つ，あらかじめ，公正取引委員会の承認を受けなければな

らない。 

⑴ ＪＣＨＯ又はＪＣＨＯが運営する病院が購入する医

薬品の受注に関する独占禁止法の遵守についての法務

担当者による定期的な監査 

⑵ 独占禁止法違反行為に係る調査への協力を行った者

に対する適切な取扱いを定める規程の作成 

６ ３社は，それぞれ，第１項，第２項及び前項に基づいて

採った措置を速やかに公正取引委員会に報告しなければ

ならない。 

理    由 

第１ 事実 

１ 関連事実 

⑴ 名宛人等の概要 

ア ３社は，それぞれ，肩書地に本店を置き，医薬品，医療機器等の品質，

有効性及び安全性の確保等に関する法律（昭和３５年法律第１４５号。

旧薬事法。以下「薬機法」という。）の規定に基づき都道府県知事の許

可を受け，医薬品等の卸売業を営む者である。 

イ 名宛人以外の株式会社メディセオは，東京都中央区八重洲二丁目７番１

５号に本店を置き，薬機法の規定に基づき都道府県知事の許可を受け，医

薬品等の卸売業を営む者である。 

⑵ 入札方法等 
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ア ＪＣＨＯは，独立行政法人地域医療機能推進機構法（平成１７年法律第

 ７１号）の規定に基づき，平成２６年４月１日に，独立行政法人年金・健

 康保険福祉施設整理機構を改組して設立された組織であり，東京都港区に

 主たる事務所を置き，全国の５７病院（以下「ＪＣＨＯ５７病院」という。）

 等を運営していた。 

イ ＪＣＨＯは，平成２８年入札については別表１のとおり，平成３０年入

札については別表２のとおり，一般競争入札を実施した。 

ウ ４社は，全国各地にあるＪＣＨＯ５７病院へ平成２８年入札医薬品及び

平成３０年入札医薬品を納品するため，自社では十分な納品が困難な地域

においては，それぞれ，自社の子会社，関連会社等の他の卸売業者と提携

し，各提携先から委任を受けて，代表入札者として平成２８年入札及び平

成３０年入札に参加していた。 

エ ＪＣＨＯは，平成２８年入札及び平成３０年入札を実施する前に，４社

から平成２８年入札医薬品及び平成３０年入札医薬品に係る参考見積価格

を徴取し，当該参考見積価格等を参考にして，平成２８年入札医薬品及び

平成３０年入札医薬品について，医薬品の製造販売業者等で区分した医薬

品群ごとに予定価格を設定していた。 

オ ＪＣＨＯは，前記エに基づいて設定した予定価格の制限の範囲内で最低

の入札価格を提示した者を交渉権者とし，当該交渉権者との交渉により，

単価購入契約の相手方及び契約価格を決定していた。 

また，ＪＣＨＯは，当該予定価格の制限の範囲内の価格での入札がない

医薬品群については，最低の入札価格を提示した者と交渉を行った上で，

単価購入契約の相手方及び契約価格を決定していた。 

カ ＪＣＨＯ５７病院は，平成２８年入札医薬品及び平成３０年入札医薬品

については，前記オに基づいて決定された単価購入契約の相手方との間で

単価購入契約を締結し，医薬品を購入していた。 

２ 合意及び実施方法等 

⑴ 平成２８年入札医薬品 

ア ４社は，平成２８年５月中旬頃から同月下旬頃，ＪＣＨＯから，平成２

８年入札医薬品に係る参考見積価格の提示を求められた際に，予定価格の

低落防止を図るため，ＪＣＨＯに対し，参考見積価格を一般価以上の価格
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で提示することを確認し合った上で，それぞれ，参考見積価格を提示して

いた。 

イ ４社は，平成２８年６月８日以降，東京都千代田区所在の貸会議室にお

いて，部長級，課長級等の営業担当者による会合を開催して，平成２８年

入札医薬品のうち「藤本製薬」の医薬品を除く医薬品について，受注価格

の低落防止等を図るため， 

(ア)ａ ４社それぞれの受注予定比率を設定し，同比率に合うよう平成２８

年入札医薬品を医薬品の製造販売業者等で区分した医薬品群ごとに受

注予定者を決定する 

ｂ 受注予定者以外の者は，受注予定者が受注できるように協力する 

旨の合意の下に 

(イ)ａ 既存の取引（入札が行われる時点での卸売業者とＪＣＨＯ５７病院

間における単価購入契約をいう。以下同じ。）等を勘案し，前記受注

予定比率に合うよう医薬品群ごとに受注予定者を決定する 

ｂ 受注予定者が提示する入札価格は，受注予定者が定め，受注予定者

以外の者は，受注予定者等が連絡した価格以上の入札価格を提示する 

などにより，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしてい

た。 

⑵ 平成３０年入札医薬品 

ア ４社は，平成３０年４月下旬頃から５月上旬頃，ＪＣＨＯから，平成３

０年入札医薬品に係る参考見積価格の提示を求められた際に，予定価格の

低落防止を図るため，ＪＣＨＯに対し，参考見積価格を，自社が納入して

いる医薬品については直近の納入価格，他社が納入している医薬品及び新

規に入札に付された医薬品については一般価以上の価格で提示すること

を確認し合った上で，それぞれ，参考見積価格を提示していた。 

イ ４社は，平成３０年６月１日以降，東京都千代田区所在の貸会議室にお

いて，部長級，課長級等の営業担当者による会合を開催して，平成３０年

入札医薬品について，受注価格の低落防止等を図るため， 

(ア)ａ ４社それぞれの受注予定比率を設定し，同比率に合うよう平成３０

年入札医薬品を医薬品の製造販売業者で区分した医薬品群ごとに受注

予定者を決定する 
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ｂ 受注予定者以外の者は，受注予定者が受注できるように協力する 

旨の合意の下に 

(イ)ａ 既存の取引及び医薬品群の薬価総額等を勘案し，前記受注予定比率

に合うよう医薬品群ごとに受注予定者を決定する 

ｂ 受注予定者が提示する入札価格は，受注予定者が定め，受注予定者

以外の者は，受注予定者が連絡した価格以上の入札価格を提示する 

などにより，受注予定者を決定し，受注予定者が受注できるようにしてい

た。 

３ 実施状況 

４社は，前記２⑴イ及び⑵イにより，平成２８年入札医薬品のうち「藤本製

薬」の医薬品を除く医薬品及び平成３０年入札医薬品のほとんど全てを受注し

ていた。 

４ 合意の消滅 

⑴ 平成２８年入札医薬品 

平成３０年６月３０日，平成２８年入札医薬品の納入期間が終了したこと

から，翌日以降，前記２⑴イの合意は事実上消滅しているものと認められる。 

⑵ 平成３０年入札医薬品 

令和元年１１月２７日，本件について，公正取引委員会が独占禁止法第１

０２条第１項の規定に基づく臨検及び捜索を行ったことから，同日以降，前

記２⑵イの合意に基づく行為は行われていない。このため，同日以降，前記

２⑵イの合意は事実上消滅しているものと認められる。 

第２ 法令の適用 

前記事実によれば，４社は，共同して， 

⑴ 平成２８年入札医薬品のうち「藤本製薬」の医薬品を除く医薬品について，

受注予定者を決定し，受注予定者以外の者は，受注予定者が受注できるよう

にすることにより，公共の利益に反して，平成２８年入札医薬品の取引分野

における競争を実質的に制限していた 

⑵ 平成３０年入札医薬品について，受注予定者を決定し，受注予定者以外の

者は，受注予定者が受注できるようにすることにより，公共の利益に反して，

平成３０年入札医薬品の取引分野における競争を実質的に制限していた 

ものであって，これらの行為は，それぞれ，独占禁止法第２条第６項に規定す
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る不当な取引制限に該当し，独占禁止法第３条の規定に違反するものである。 

また，前記の違反行為は既になくなっているが，３社は，いずれも，独占禁

止法第７条第２項第１号に該当する者であり，違反行為が自主的に取りやめら

れたものでないこと等の諸事情を総合的に勘案すれば，特に排除措置を命ずる

必要があると認められる。 

よって，３社に対し，独占禁止法第７条第２項の規定に基づき，主文のとお

り命令する。 

令和４年３月３０日 

公 正 取 引 委 員 会 

委員長 古  谷  一  之 

委 員 山  本  和  史 

委 員 青  木  玲  子 

委 員 小  島  吉  晴 

注釈 《 》部分は，公正取引委員会事務総局において原文に匿名化等の処理をし

たものである。 



 別紙 

番号 用語 定義 

１ 医薬品 

医薬品，医療機器等の品質，有効性及び安全性の確保等に

関する法律（昭和３５年法律第１４５号）第２条において定

義されている医薬品 

２ 一般価 

医薬品の卸売業者が十分な利益を確保できる価格として

それぞれ定めた，社内標準価格等と称する医薬品の製造販

売業者の卸売業者に対する医薬品の販売価格を上回る価格 



別表１ 平成２８年に独立行政法人地域医療機能推進機構が実施した医薬品単価購

入契約の一般競争入札の概要 

件名 独立行政法人地域医療機能推進機構５７病院における医薬品単価

購入契約 

調達内容 独立行政法人地域医療機能推進機構５７病院が購入する医薬品

６８５１品目 

納入期間 平成２８年７月１日から平成３０年６月３０日までの２年間 

入札公告日 平成２８年５月２７日 

入札単位 独立行政法人地域医療機能推進機構５７病院が購入する医薬品を

医薬品の製造販売業者等で区分した医薬品群２０６ 

競争参加資格 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において「物品の販

売」のＡ，Ｂ又はＣの等級に格付けされ，８ブロック（北海道，東

北，関東・甲信越，東海・北陸，近畿，中国，四国，九州・沖縄）

全てにおいて競争参加資格を有する者であること（業務提携等の

代理店等による対応でも可），購入される医薬品を経理責任者が

指定する日時，場所に十分に納品することができることを証明し

た者であること（業務提携等の代理店等による対応でも可）その

他独立行政法人地域医療機能推進機構の定める条件を満たした者

入札参加申込書等

の提出期限 

平成２８年６月１４日 

入札書の受領期限 平成２８年６月１６日 

開札日 平成２８年６月２０日 

落札者の決定方法 （１）独立行政法人地域医療機能推進機構契約事務取扱細則（平

成２６年細則６号）第３４条の規定に基づいて作成された予定価

格の制限の範囲内で，最低の価格をもって有効な入札を行った入

札者をもって交渉権者を定める 

（２）第一交渉権者となるべき者が２者以上あるときは，当該者

によるくじ引きにより交渉順位を決定する 

（３）契約の第一交渉権者が決定した時は直ちにその者と交渉し，

契約価格が決定した場合は，その者を契約の相手方とする 



別表２ 平成３０年に独立行政法人地域医療機能推進機構が実施した医薬品単価購

入契約の一般競争入札の概要 

件名 独立行政法人地域医療機能推進機構５７病院における医薬品単価

購入契約 

調達内容 独立行政法人地域医療機能推進機構５７病院が購入する医薬品

７９３３品目 

納入期間 平成３０年７月１日から令和２年６月３０日までの２年間 

入札公告日 平成３０年５月２５日 

入札単位 独立行政法人地域医療機能推進機構５７病院が購入する医薬品を

医薬品の製造販売業者で区分した医薬品群１４７ 

競争参加資格 厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において「物品の販

売」のＡ，Ｂ又はＣの等級に格付けされ，８ブロック（北海道，東

北，関東・甲信越，東海・北陸，近畿，中国，四国，九州・沖縄）

全てにおいて競争参加資格を有する者であること（業務提携等の

代理店等による対応でも可），購入される医薬品を経理責任者が

指定する日時，場所に十分に納品することができることを証明し

た者であること（業務提携等の代理店等による対応でも可）その

他独立行政法人地域医療機能推進機構の定める条件を満たした者

入札参加申込書等

の提出期限 

平成３０年６月１２日 

入札書の受領期限 平成３０年６月１５日 

開札日 平成３０年６月１８日 

落札者の決定方法 （１）独立行政法人地域医療機能推進機構契約事務取扱細則（平

成２６年細則６号）第３４条の規定に基づいて作成された予定価

格の制限の範囲内で，最低の価格をもって有効な入札を行った入

札者をもって交渉権者を定める 

（２）第一交渉権者となるべき者が２者以上あるときは，当該者

によるくじ引きにより交渉順位を決定する 

（３）契約の第一交渉権者が決定した時は直ちにその者と交渉し，

契約価格が決定した場合は，その者を契約の相手方とする 


